
１．はじめに

バブル崩壊後，景気回復を優先した財政運営を行ってきた結果，わが国の財政は極めて深刻な状況に

陥っている。平成１５年度予算では，公債依存度は４４．６％にも及ぶ見込みであり，財政の硬直度がますます

高まっている。今後，急速な人口高齢化による社会保障関係費の増大，財政赤字の累積による国債費の増

大が見込まれることから，財政の歳入歳出構造における早急かつ徹底した改革が求められている。

歳出面に目を向ければ，わが国では事業分野別や省庁別で見た予算配分が固定的になっているとの批判

が従来からなされてきた。こうした批判を受け，近年では固定的な予算配分を改めようとする動きが見ら

れる。例えば，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」においては，予算配分に当たって，重

点４分野に施策を集中させ，これら重点分野においても施策の絞り込み（重点化・効率化）を行うとして

いる１）。また，「平成１６年度予算編成の基本方針」では，これら重点４分野における施策に関して，これま

での実績・評価を考慮し，政策効果が顕著なものについて重点的かつ効率的に推進するとしており，施策

の政策効果を厳しく問う姿勢を見せている。このなかで，公共投資関係費に関しては，予算配分の重点

化・効率化を行うため，その総額を前年度予算から３％以上削減し，重点４分野を中心に，雇用・民間需

要の拡大に資する分野への重点配分を行うとしている。

公共投資のこうした重点配分を行うに当たっては，公共投資の蓄積によって整備される社会資本の生産

力効果や厚生効果について，分野別に実証的な分析が行われなければならない２）。とりわけ，社会資本の

生産力効果によって国民所得が増加し，将来的に税収の増加が財政再建に寄与するという側面は重視すべ
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１）重点４分野とは，活力ある社会・経済の実現を目指すもので，「人間力の向上・発揮―教育・文化，科学技術，IT」，「個性と工夫に満ちた魅

力ある都市と地方」，「公平で安心な高齢化社会・少子化対策」，「循環型社会の構築・地球環境問題への対応」を指す。

２）公共投資には様々な経済効果が期待されている。公共投資の機能としては，一般的には次の３つが考えられる。１つめは，経済安定化機能で

ある。公共投資は総需要を構成する１要素であるため，直接的にGDPを増加させ，景気を刺激する効果を持つ（景気浮揚効果）。２つめは，

所得再分配機能である。都市と比較して相対的に貧しい地方に公共投資を重点的に配分することによって地域間経済格差を縮小させる効果を

もつ（地域間所得再分配効果）。３つめは，資源配分機能である。公共投資の蓄積によって生産基盤型社会資本や生活基盤型社会資本が整備

される。生産基盤型社会資本は中長期的に日本経済の生産能力を増強し，潜在成長力を高める効果を持つ（生産力効果）。一方，生活基盤型

社会資本は日本国民の生活水準の向上に寄与し，国民の経済厚生を高める効果を持つ（厚生効果）。
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きであると考えられる。本稿では，こうした問題意識に基づき，社会資本の生産力効果について，計量的

手法を用いて実証的な分析を行う。社会資本の生産力効果を対象とした実証分析に関して，わが国では多

くの先行研究が蓄積されており，それらのほとんどが社会資本の生産力効果が有意に認められるとしてい

る３）。しかしながら，社会資本の生産力効果を分野別に評価した先行研究はまだ少ない。先行研究として

は，三井・井上・竹澤（１９９５），井田・吉田（１９９９），吉野・中島・中東（１９９９），村田・森澤（２００３）な

どが挙げられる。

分野別社会資本を取り扱った実証分析が少ない理由として，社会資本の生産力効果を計測する際に生じ

る多重共線性の問題が挙げられる４）。社会資本の生産力効果を計測する手法として，生産要素として社会

資本を含んだ生産関数を推計する方法が一般的であるが，説明変数間に強い相関があるために多重共線性

が生じる。この場合，パラメータの推定値が不安定になり，社会資本の生産力効果を計測することが困難

になる。社会資本の生産力効果を分野別に計測するには，生産要素として複数の分野別社会資本を生産関

数に導入することになるため，多重共線性の問題はより一層深刻になる。本稿では，こうした多重共線性

の問題を解決するため，リッジ回帰と呼ばれる手法によって生産関数の推計を行い，社会資本の生産力効

果を分野別に計測する。

本稿の構成は以下の通りである。まず，わが国における社会資本ストックのデータから，社会資本整備

の状況について概観する。次に，社会資本の生産力効果を分野別に評価した先行研究を概観し，先行研究

から得られる主要な結論を整理する。さらに，社会資本の生産力効果を計測するために使用する生産関数

を特定化し，生産関数の推計に用いるデータとパラメータの推定方法について解説する。以上の考察を踏

まえ，分野別社会資本を生産要素として含む生産関数を推計し，社会資本の生産力効果を分野別に計測す

る。

２．社会資本整備の状況

まず，わが国における公共投資や社会資本ストックのデータから，社会資本整備の状況について概観し

てみよう。図１は，公的総固定資本形成の対GDP比について，時系列の推移を見たものである。これに

よれば，１９７０年代は約９％で推移していたが，８０年代に入ってからは緩やかに低下し続け，バブル崩壊後

には再び１９７０年代の水準に上昇している。この期間において，公的総固定資本形成対GDP比の変動は緩

やかであり，平均的に約８％程度の水準を維持していたと判断できる。

次に，図２は，内閣府政策統括官編（２００２）による社会資本ストック総額の推計値を用いて，社会資本

の総額と成長率について，時系列の推移を見たものである５）。これによれば，１９７０年度には９６．１兆円で

あった社会資本総額は，１９９８年度には７８６．６兆円に達し，約３０年間で８．２倍の水準になっている。成長率は

傾向的には低下し続けており，１９７０年代前半には１３％程度だったが，１９８５年には６％程度まで下がり，そ

の後はほぼ横ばいで推移している。

最後に，社会資本ストックのデータを分野別に見た特徴を検証しよう。図３は，５分野別社会資本の成

３）社会資本の生産力効果に関する先行研究をサーベイしたものとしては，吉野・中島（１９９９），村田・大野（２００１），岩本（２００２）などが挙げら

れる。

４）多重共線性とは，重回帰分析において説明変数間に強い相関関係がある場合に，パラメータの推定値の信頼性が損なわれ，各説明変数が持つ

説明力が判断出来ない状況を指す。

５）グラフの作成に用いたデータは，内閣府政策統括官編（２００２）による推計値である。社会資本の分類方法については，表１を参照していただ

きたい。使用データの詳細については，本稿の最後で整理している。
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図１ 公的総固定資本形成の対GDP比

資料）内閣府経済社会総合研究所編『国民経済計算年報』より作成

図２ 社会資本の総額と成長率

資料）内閣府政策統括官編（２００２）『日本の社会資本』より作成
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長率について，時系列の推移を見たものである。これによれば，１９７０年代初頭は「住宅・生活環境」分野

の社会資本が高い成長率を記録していたが，１９８０年代には全ての分野において同程度の成長率を記録し，

分野間における成長率の格差は目立たなくなったことが分かる。さらに，５分野別社会資本の構成比につ

いて時系列の推移を描いた図４を見ると，社会資本の分野別配分が固定的であり，特に１９８０年代以降はほ

とんど変化していないことが読み取れる。このことは，わが国の財政において予算配分が硬直的であった

ことを表しており，社会資本の生産力効果や厚生効果を分野別に評価し，経済や社会の情勢に応じた弾力

的な予算配分が行われなかったことの結果であると言えよう６）。

３．先行研究

以下では，社会資本の生産力効果を分野別に評価した先行研究を概観し，先行研究から得られる主要な

結論を整理しておこう。まず，三井・井上・竹澤（１９９５）では，経済企画庁総合計画局編（１９８６）を延長

推計した２０分野別社会資本のデータ（１９５６～１９８９年度）を用いて，社会資本の生産力効果を分野別に計測

している。計測に用いる生産関数はコブ・タグラス型，推計方法は最尤法を採用している。２０分野別社会

資本では，１３分野で生産力効果が有意に認められ，港湾，航空，下水道，文教，治水，治山，農林漁業，

郵便で特に有意性が高いとしている。また，一般に産業基盤と考えられる社会資本を「コアインフラ」，

それ以外の社会資本を「コアインフラ以外」とし，２０分野別社会資本を２分割した分析も行っている。そ

図３ ５分野別社会資本の成長率

資料）内閣府政策統括官編（２００２）『日本の社会資本』より作成

６）田中（２００１）では，公共事業関係費と行政投資額の事業別配分シェアの推移とその変化幅について検討しており，１９８０年度以降に事業別配分

の固定化・硬直化が進んでいることが明示されている。
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の結果，「コアインフラ以外」で生産力効果が有意に認められないが，「コアインフラ」で生産力効果が有

意に認められ，弾力性の値で見た生産力効果は０．１７０であるとしている。

次に，井田・吉田（１９９９）では，経済企画庁総合計画局編（１９８６）で推計された都道府県別・１５分野別社

会資本のパネルデータ（１９５５年度，１９６０年度，１９６５年度，１９７０年度，１９７５年度，１９８０年度，１９８２年度の７

期間）を用いて，社会資本の生産力効果を地域別・分野別に計測している。計測に用いる生産関数はコ

ブ・ダグラス型，計測方法は時間ダミーを含む固定効果モデルを採用している。さらに，主成分回帰を採

用し，多重共線性の問題を解決している。１５分野別社会資本を産業型・生活型・環境型・文教型・農漁業

型・国土保全型の６分野に分類した場合は，環境型と農漁業型を除く４分野で生産力効果が有意に認めら

れるとしている。また，公共賃貸住宅や水道等で構成される生活型社会資本と，道路や港湾等で構成され

る産業型社会資本の生産力効果が特に高いとしている。

また，吉野・中島・中東（１９９９）では，『行政投資実績』に基づいて推計した都道府県別・５分野別社

会資本のパネルデータ（１９７５～１９９４年度）を用いて，社会資本の生産力効果を産業別・地域別・分野別に

計測している。計測に用いる生産関数はトランスログ型，推計方法はSUR推定を採用している。５分野別

社会資本では，全ての分野で生産力効果が有意に認められ，生活関連型社会資本と産業基盤社会資本の生

産力効果が特に高いとしている。これは，井田・吉田（１９９９）と同様の結論である。

さらに，村田・森澤（２００３）では，�電力中央研究所により推計された４分野別・９分野別社会資本の

データ（１９７６～１９９８年度）を用いて，社会資本の生産力効果を分野別に推測している。計測に用いる生産

関数は代替型（コブ・ダグラス型）と補完型，推計方法は最尤法を採用している。４分野別社会資本では，

道路（国県道・有料道路）と港湾・空港で構成される産業基盤型社会資本のみで生産力効果が有意に認め

られ，弾力性の値で見た生産力効果は０．４６４であるとしている。９分野別社会資本では，４分野で生産力

図４ ５分野別社会資本の構成比

資料）内閣府政策統括官編（２００２）『日本の社会資本』より作成
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効果が有意に認められ，港湾・空港，道路（国県道），治山，治水，道路（市町村道）の順に生産力効果

が高いとしている。

最後に，社会資本の生産力効果を分野別に評価した先行研究に共通している結論をまとめておこう。マ

クロ時系データ用いた分析では，産業基盤型社会資本（道路，港湾，航空）や国土保全型社会資本（治山，

治水）において生産力効果が有意に認められるが，生活基盤型社会資本では生産力効果が有意に認められ

ない。一方，都道府県別パネルデータを用いた分析では，生活基盤型社会資本でも生産力効果が有意に認

められ，その生産力効果は産業基盤型社会資本と同等の水準である。都道府県毎の特性を考慮するか否か

で，生活基盤型社会資本の生産力効果に対する評価が異なっていると考えられる。

４．使用するモデル

経済全体の集計化された生産関数として，社会資本を考慮した次式のようなコブ・ダグラス型生産関数

を想定することにする７）。

Yt＝F（Lt，Kt，KGt，t ）
�

＝At・Ltβ１・Ktβ２・KGtβ３

ここで，Ytは民間部門の生産量，Ltは民間部門の労働投入，Ktは民間資本，KGtは社会資本である。At

は時間ｔのみの関数であり，ヒックス中立的な技術進歩を表している。規模の経済性については，β１＋

β２＝１ならば民間部門で収穫一定，β１＋β２＋β３＝１ならば，民間部門と公共部門で収穫一定が成立して

いる８）。

コブ・ダグラス型生産関数�において，両辺の対数をとれば，次式が得られる。

logYt＝αt＋β１・logLt＋β２・logKt＋β３・logKGt＋ut �

ここで，αt＝logAtである。αtさらに，αtは時間のみの関数であるから，αt＝α０＋α１・t と表される。

社会資本を含む生産関数を推計する際には，民間資本における時系列の稼働状況を考慮する必要があ

る。よって，生産関数の推計では，各年度の民間資本を対応する稼働率指数で調整することが一般的であ

る。しかし，稼働率指数として入手可能な基本統計は，産業全体の資本ストックに対応する稼働率ではな

く，製造業の資本ストックに対応する稼働率のみに限られている９）。したがって，本稿の分析では，三

井・井上（１９９５）に倣い，�式において稼働率指数をより一般的な形で考慮した次のような推計式を用い

ることにする１０）。

logYt＝α０＋α１・t ＋β１・logLt＋β２・logKt＋β３・logKGt＋β４・logORIt＋ut �

７）コブ・ダグラス型生産関数では，生産要素間の代替の弾力性が１であるという厳しい仮定を置いている。生産要素間の関係についての仮定を

緩めた一般的な生産関数としてはトランス・ログ型生産関数がある。しかしながら，トランス・ログ型の場合，推定するパラメータの数が非

常に多くなり，本稿のような年度データで分野別社会資本を取り扱う分析では自由度が足りなくなるという問題が生じる。

８）Meade（１９５２）では，社会資本の機能について，民間部門で収穫一定（β１＋β２＝１）のときは環境創出型生産要素，民間部門と公共部門で収

穫一定（β１＋β２＋β３＝１）のときは費用不払い型生産要素としている。

９）稼働率は，設備や労働などの資源がどの程度活用されているかを示す重要な指標であり，産業の生産性分析や需給ギャップの計測などに活用

されている。しかしながら，現行の能力・稼働率指数は鉱工業指数の体系の中で作成されていることから，製造業のみが対象となっており，

付加価値額ベースで全産業の約６割を占める第３次産業は対象となっていない。
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ここで，ORItは産業全体の稼働率である。

さらに，製造業の稼働率指数をORIMt，非製造業の稼働率指数をORINt，製造業の資本ストックが民間

資本全体に占める割合をwtとし，非製造業の稼働率指数ORINtが製造業の稼働率指数ORIMtのθ乗（OR-

INt＝ORIMt
θ）であると仮定する１１）。すると，産業全体の稼働率指数と製造業の稼働率指数に関して，次

の近似式が導き出される１２）。

logORIt＝｛（１－wt）・θ＋wt｝・logORIMt

�
＝θ・logORIMt＋（１－θ）・wt・logORIMt

�式を�式に代入すれば，次式が得られる。

logYt＝α０＋α１・t ＋β１・logLt＋β２・logKt＋β３・logKGt
�

＋β５・logORIMt＋β６・wt・logORIMt＋ut

ここで，β５＝β４・θ，β６＝β４・（１－θ）が成立している。

よって，�式に民間部門に関して収穫一定の制約を課した場合は，次式が得られる。

logYt－logLt＝α０＋α１・t１＋β２・（logKt－logLt）＋β３・logKGt
�

＋β５・logORIMt＋β６・wt・logORIMt＋ut

また，民間部門と公的部門に関して収穫一定の制約を課した場合は，次式が得られる。

logYt－logLt＝α０＋α１・t１＋β２・（logKt－logLt）＋β３・（logKGt－logLt）
�

＋β５・logORIMt＋β６・wt・logORIMt＋ut

以下では，まず，�式に収穫一定の線形制約を課した�式と�式を推計式として採用し，社会資本総額

を生産要素として含む生産関数を推計する１３）。その際に，稼働率指数および生産関数の収穫一定に関し

て，それぞれ２つの仮定を設定し，尤度比を利用した仮説検定を行う１４）。そして，これらの仮説検定の結

果，統計的に妥当と考えられる制約を�式または�式に課したものを最終的な推計式として採用し，社会

資本全体の生産力効果を推定する。さらに，同じ推計式を用いて，分野別社会資本を生産要素として含む

生産関数を推計し，社会資本の生産力効果を分野別に計測する。

１０）稼働率が変化するのが民間資本のみである場合，β２＝β４という関係が成立する。しかし，民間資本の変化に伴って，労働投入や社会資本の稼

働率も変化する場合は，この関係は成立しない。

１１）よって，θ＜１ならば，非製造業の資本ストックは製造業の資本ストックよりも稼働率の変動が小さいことを表している。また，θ＜０なら

ば，製造業の資本ストックにおける稼働率が大きくなるにしたがって，非製造業の資本ストックにおける稼働率が小さくなることを表してい

る。

１２）産業全体の稼働率指数ORIt，製造業の稼働率指数ORIMt，非製造業の稼働率指数ORINt，製造業の資本ストックが民間資本全体に占める割合

wtの間には，ORIt＝（１－wt）・ORINt＋wt・ORIMtが成立することになる。詳しくは，三井・井上（１９９５）を参照していただきたい。

１３）三井・井上（１９９５）では，技術進歩を表すタイム・トレンドに係数ダミーを導入し，タイム・トレンドが推計期間で変化するように定式化し

ている。７１年以降と８５年以降にタイム・トレンドが変化するように，２つのダミー変数を用いている。

１４）尤度比検定統計量LRは，LR＝２（l１－l０）で計算される。ここでl１は制約のないモデル（対立仮説）の最大対数尤度，l２は制約を課したモデル

（帰無仮説）の最大対数尤度である。尤度比検定統計量LRは，漸近的に制約の数に等しい自由度のX２分布に従う。
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５．使用するデータと推計方法

本稿では，社会資本の生産力効果を分野別に評価するため，内閣府政策統括官編（２００２）による２０分野

別社会資本のデータを用いることになる。さらに，社会資本の機能面に着目して，これらの２０分野別社会

資本を２分野別・５分野別・７分野別に分類したデータも用いる。２０分野別社会資本と２分野別・５分野

別・７分野別への分類方法については，表１にまとめている。その他の留意点としては，民間資本と社会

資本については，今期蓄積された資本が生産要素として稼働するまでの期間を考慮して，前期末（期首）

の値を用いていることである。また，標本期間は１９７５～１９９８年度であるが，前期末（期首）の値を用いる

変数があるため，推計期間は１９７６～１９９８年度となる。さらに，社会資本に関しては，推計主体によって推

計方法が微妙に異なり，無視できない大きさの推計誤差が存在するため，社会資本総額については２種類

のデータを用いて，推計結果の頑健性を検証した。使用するデータの詳細については，本稿の最後で整理

している。

分野別社会資本を用いた生産関数の推計においては，まず，使用するモデルでの分野別社会資本の取り

扱いに注意する必要がある。２０分野別社会資本すべてを説明変数として�式に導入した場合，推定するパ

ラメータが多くなり，自由度が不足することになる。具体的には，サンプル数は２３個であるが，推定する

表１ 社会資本の分類方法

分野別社会資本

２０分野 ７分野� ７分野� ５分野 ２分野

道路 道路

交通・通信施設

生産基盤型

社会資本

港湾 港湾

航空航空

旧国鉄

運輸

通信

鉄建公団等

地下鉄等

旧電電公社

郵便

治水

国土保全施設

治水

国土保全施設治山 治山

海岸 海岸

農林漁業
農林漁業施設

国有林

工業用水道

住宅・生活環境施設 生活基盤型

社会資本

公共賃貸住宅

下水道

廃棄物処理

水道

都市公園

文教施設 教育訓練・厚生福祉施設

資料）内閣府対策統括官編（２００２）『日本の社会資本』を参考にして作成
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パラメータは２５個になってしまうため，自由度が全く足りない。よって，まず，２０分野別社会資本を機能

別に分類し，２分野別・５分野別・７分野別の社会資本を説明変数として�式に導入する。つまり，同じ

機能を有する社会資本は限界生産力が等しいと仮定して，説明変数を減らしていることになる。次に，２０

分野社会資本を分析対象である分野の社会資本とそれ以外の分野の社会資本とに２分類し，それら２つを

説明変数として�式に導入する。よって，分析対象である分野以外の社会資本は限界生産力が等しいと仮

定して，分析対象である分野の社会資本の生産力効果を計測していることになる１５）。しかしながら，こう

した分類方法は社会資本の機能に着目したものではないため，関心がある分野以外の社会資本の限界生産

力が一定であると仮定することは理論的に厳密なものとは言えない。よって，社会資本を機能別に分類し

た分析結果（２分野・５分野・７分野）を踏まえた上で，２０分野別社会資本を用いた分析については慎重

に評価する必要があろう。

次に，分野別社会資本を用いた生産関数の推計においては，多重共線性の問題が強く影響することが想

定される。多重共線性は計量経済分析上における重大な障害であり，その解決には様々な困難に直面する

ことになる。わが国における実証分析においても，多重共線性の存在が指摘されることが多い。しかしな

がら，この問題の解決に取り組んでいるケースは非常に希である。社会資本に関する実証分析においても

同様であり，多重共線性の問題は常につきまとうが，先行研究の多くはその存在を指摘するにとどまって

いる１６）。本稿では，多重共線性の問題を考慮し，リッジ回帰と呼ばれる手法によって生産関数の推計を

行った。これにより，多重共線性の影響を除去し，より安定的なパラメータを得ることが可能になる１７）。

１５）分析対象である変数のみを説明変数として導入した場合，過小定式化の問題が生じ，パラメータの推定値に関する信頼性が失われる可能性が

ある。

１６）多重共線性への一般的な対処法としては，新しいデータを追加することや（四半期データの利用など），モデルについての先験的な制約を利

用することなどが挙げられる。統計学的に有効な対処法としては，リッジ回帰や主成分回帰が知られている。

表２ 生産関数の推計結果（マクロの社会資本ストック）

［被説明変数：logY－logL，推定期間：１９７６～１９９８］

説明変数
（パラメータ）

� � � � � � �

タイム・トレンドｔ
（α１）

－０．０１９
（－１．６８８）

－０．０２０＊＊

（－２．２１２）
－０．０１８＊＊

（－２．１１４）
－０．００９
（－１．０２１）

－０．０１４＊＊＊

（－１．８６９）
０．３３２＊

（１１．６１２）
０．２７３＊

（６．３００）

民間資本logK
（β２）

０．８５０＊

（４．３０４）
０．８０４＊

（６．９１０）
０．７８１＊

（７．１５０）
０．７３２＊

（３．７７６）
０．７５３＊

（６．４９７）
０．５４７＊

（１２．５１５）
０．５９７＊

（１０．５８３）

社会資本logKG
（β３）

０．１１４
（１．４７１）

０．０８３
（１．２２５）

０．０９２
（１．０６６）

―
―

―
―

０．１３１＊

（２．４７３）
０．１４５＊

（２．２７２）

社会資本logKG―logL
（β３）

―
―

―
―

―
―

０．０６０
（０．６１５）

０．０４３
（０．６４０）

―
―

―
―

稼働率指数logORIM
（β５）

―
―

０．４５４＊

（６．４４８）
０．４４０＊

（６．１５４）
―
―

０．４６３＊

（６．３５８）
０．０７２＊

（３．２１０）
０．０７１＊

（３．２７３）

稼働率指数w＊logORIM
（β６）

０．４８０＊

（３．５１３）
―
―

―
―

０．４５５＊

（３．３３１）
―
―

―
―

―
―

自由度修正済決定係数 ０．９９６ ０．９９７ ０．９９７ ０．９９６ ０．９９７ ０．９９１ ０．９９３

ダービン・ワトソン比 １．８７７ １．７４０ １．８０３ １．８７７ １．７２９ ０．５５８ ０．６１５

赤池の情報量基準 －６２．１９０ －６５．３５８ －６５．１２２ －６１．２５６ －６４．８００ ― ―

推定方法 最尤法 最尤法 最尤法 最尤法 最尤法 リッジ推定 リッジ推定

リッジ・パラメータ ― ― ― ― ― ０．０２５ ０．０１５

サンプル数 ２３ ２３ ２３ ２３ ２３ ２３ ２３

注）推計結果において，パラメータ値の下段にある括弧内の数値はｔ値を表している。

＊＊＊は有意水準１０％で有意，＊＊は有意水準５％で有意，＊は有意水準１％で有意である。
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６．推計結果の検証

推計の第１段階として，�式に収穫一定の線形制約を課した�式と�式を推計式として採用し，社会資

本総額を生産要素として含む生産関数を推計する。ここでは，誤差項の自己相関の影響を考慮し，推計方

法として最尤法を採用した。まず，民間部門に関して収穫一定の制約を課した�式を推計した結果を表２

の�式および�式に整理している。次に，民間部門と公的部門に関して収穫一定の制約を課した�式を推

計した結果を表２の�式および�式に整理している。また，�式および�式では，非製造業における稼働

率指数が常に１であると仮定し，�式および�式に対してβ５＝０の線形制約を課している１８）。さらに，�

式および�式では，製造業と非製造業の稼働率指数が常に等しいと仮定し，�式および�式に対してβ６

＝０の線形制約を課している１９）。

まず，稼働率指数に関する仮定が妥当なものかどうか，尤度比による仮説検定をおこなう。民間部門に

関して収穫一定を想定した�式および�式において，�式についてはβ５＝０の線形制約を課さないモデ

ル，�式についてはβ６＝０の線形制約を課さないモデルを推計し，それぞれの尤度比を求めると，有意

水準５％でβ５＝０（θ＝０）であるという仮説は棄却される。同様に，民間部門と公的部門に関して収穫

一定を想定した�式および�式において，�式についてはβ５＝０の線形制約を課さないモデル，�式に

ついてはβ６＝０の線形制約を課さないモデルを推計し，それぞれの尤度比を求めると，有意水準５％で

β５＝０（θ＝０）であるという仮説は棄却される。よって，民間部門に関して収穫一定を想定したケース

と民間部門と公的部門に関して収穫一定を想定したケースの両方で，製造業と非製造業の稼働率指数が常

に等しい（θ＝１）との仮説が支持され，β６＝０の制約は妥当であると判断される２０）。

次に，収穫一定に関する仮定が妥当なものかどうか，尤度比による仮説検定をおこなう。稼働率指数に

関する仮説検定より，β６＝０の制約は妥当であったため，�式および�式が統計的に支持されることに

なる。よって，�式および�式において，�式についてはβ１＋β２＝１の線形制約を課さないモデル，�

式についてはβ１＋β２＋β３＝１の線形制約を課さないモデルを推計し，それぞれの尤度比を求めると，有

意水準１０％でβ１＋β２＋β３＝１であるという仮説は棄却される。よって，民間部門に関して収穫一定との

仮説が支持され，β１＋β２＝１の制約は妥当であると判断される。したがって，本稿での分析では，�式

にβ６＝０の制約を課した推計式�を最終的に採用することになる。赤池の情報量基準からも，推計式�

が支持されることになる。

最終的に採用された推計式�のパラメータ値を見ると，社会資本の生産力効果は有意ではない。社会資

本に関する別のデータとして，�電力中央研究所による社会資本の推計値を用いた推計式�においてもパ

ラメータの傾向は同じである。そこで，説明変数間の相関が強いことによって多重共線性が生じている可

１７）説明変数間に多重共線性がある場合にパラメータを求める手法の１つとしてリッジ回帰がある。行列表示された回帰式y＝Xβ＋uにおいて，

βの最小二乗推定量はβ^＝（X′X）－１X′yで得られるが，多重共線性が存在する場合はX′Xの行列式がゼロに近くなり，逆行列（X′X）－１が不

安定になってしまう。リッジ回帰はこの問題をX′Xに適当な行列を加えることにより解決を図る推定方法であり，リッジ推定量はβr^＝（X′X

＋cI ）－１X′y（リッジ・パラメータcは正の実数，Iは単位行列）で得られる。リッジ推定量の統計学的な性質については，蓑谷（１９９２）を参

照していただきたい。

１８）非製造業における稼働率指数が常に１である場合には，ORINt＝ORIMθ
t よりθ＝０が成立する。

１９）製造業と非製造業の稼働率指数が常に等しい場合には，ORINt＝ORIMθ
t よりθ＝１が成立する。

２０）三井・井上（１９９５）では，１９５６～１９８９年度のサンプル期間において，β５＝０（θ＝０）との仮説が支持されており，本稿とは異なる結果となっ

ている。
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能性を探るため，推計式�におけるVIFの値を見ると，タイム・トレンドは４４９．３８４，民間資本は

２５２．９６３，社会資本は７０．３９０であった２１）。したがって，VIFの値からは，推計式�において深刻な多重共

線性が発生していることがわかる。そこで，多重共線性の影響を考慮してリッジ回帰による推計を行った

結果が�式および�式である２２）。�式は，�電力中央研究所による社会資本の推計値を用いたものであ

る。リッジ回帰を行った結果，社会資本の生産力効果が有意に認められ，弾力性の値で見た生産力効果は

０．１３１および０．１４５であった２３）。

推計の第２段階として，分野別社会資本を生産要素として含む生産関数を推計する。多重共線性の影響

を考慮し，推計方法としてリッジ回帰を用いた。まず，２分野別社会資本を含む生産関数の推計において

は，生産基盤型社会資本の生産力効果が有意に認められ，弾力性の値で見た生産力効果は０．１８２であった

（表３を参照のこと）。一方，生活基盤型社会資本の生産力効果は有意に認められなかった。ここで得ら

れた弾力性の値を用いて，民間資本と社会資本の限界生産力を時系列でプロットしたものを，図５にまと

めている２４）。このグラフを見る限り，１９７８年度以降，民間資本の限界生産力が社会資本の限界生産力を上

回るようになった。そして，この両者の乖離は１９８５年度に最大となるが，１９９０年代に入ってからは，ほぼ

２１）VIF（Variance inflation factor）とは分散拡大要因と呼ばれ，多重共線性の尺度の１つである。一般的な重回帰モデルYi＝β０＋β１X１i，＋……＋

βkXki＋uiにおいて，VIFj＝
１

１－R２j
と表される。ここで，R２j はXjのX１，X２，……，Xj－１，Xj＋１，……，Xkへの回帰をとったときの決定係数であ

り，Xjの他の説明変数との一次結合の強さを示す。一般的に，VIFjが１０以上のとき，多重共線性によって最小二乗推定量の分散が大きくな

り，推定精度が損なわれている可能性が高いと判断される。多重共線性の診断方法については，蓑谷（１９９２）を参照していただきたい。

２２）リッジ・パラメータcの決定方法として，リッジ・トレース（任意のリッジ・パラメータcに対応する説明変数のパラメータをプロットした

図）を描き，パラメータの値が安定したところでリッジ・パラメータcを決定する方法がある。しかし，この方法は恣意的であり，パラメー

タのバイアスが無視できない大きさになってしまう可能性が非常に高い。よって，本稿ではリッジ・パラメータcを０．００５刻みで変化させ，最

大のVIFが１０以下になった時点（多重共線性の影響を除去できた時点）でリッジ・パラメータcを決定した。

２３）ただし，推計結果におけるダービン・ワトソン比が低いため，誤差項における系列相関の存在が認められ，モデルの特定化における誤りの可

能性が課題として残されている。

図５ 社会資本と民間資本の限界生産力の推移
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同じ水準で推移していることが分かる。よって，民間資本と社会資本の最適な配分という観点から考えれ

ば，１９７８年度以降は社会資本が民間資本に対して過大ないし最適な状況になったと判断される。１９９０年代

以降は社会資本と民間資本の限界生産力がほぼ同水準であり，社会資本が民間資本に対して最適な状況に

近づいてきたと判断できよう２５）。

次に，５分野別社会資本を含む生産関数の推計においては，３つの分野で生産力効果が有意に認められ

た（表３を参照のこと）。「交通・通信」では０．１２４，「国土保全」では０．１４８，「農林漁業」では０．０６であり，

「国土保全」，「交通・通信」，「農林漁業」の順に高い値であった。「住宅・生活環境」と「教育訓練・厚

生福祉」の２つの分野では生産力効果が有意に認められなかった。さらに，高い生産力効果が認められた

「国土保全」分野を３つに分類した７分野別社会資本を含む生産関数の推計においては，すべての分野で

生産力効果が有意に認められた（表５を参照のこと）。具体的には，治水は０．１２０，治山は０．０８９，海岸は

０．１３３であり，海岸，治水，治山の順に高い値であった。また，「国土保全」に次ぐ高い生産力効果が認め

られた「交通・通信」分野を３つに分類した７分野別社会資本を含む生産関数の推計においては，運輸・

２４）民間資本の限界生産力（FK）はFK＝β２・
Yt
Kt
，社会資本の限界生産力（FKG）はFKG＝β３・

Yt
KGt
と計算される。図５で用いた社会資本の限界生産力

は，生産基盤型社会資本に関して計算された値である。

２５）Arrow and Kurz（１９７０）での規範的分析において，ファーストベストの状況では，民間資本の限界生産力が社会資本の限界生産力以上になっ

ていれば，民間資本と社会資本の配分が最適な状態であるということが示されている。

表３ 生産関数の推計結果

（２分野別・５分野別）
�
�
�
被説明変数：logY―logL

推 定 期 間：１９７６～１９９８

�
�
�

説明変数
（パラメータ）

２分野別 ５分野別

タイム・トレンド
（α１）

０．２３９＊

（５．８０１）
０．１７２＊

（３．１８７）

民間資本
（β２）

０．５０６＊

（９．３４９）
０．５１８＊

（７．３４５）

稼働率指数
（β５）

０．０６０＊＊

（２．５５３）
０．０６３＊＊

（２．４０６）

生産基盤型
（β３）

０．１８２＊

（１０．６７６）
―
―

生活基盤型
（β３）

０．０８４
（１．５０６）

―
―

交通・通信
（β３）

―
―

０．１２４＊

（７．２１５）

住宅・生活環境
（β３）

―
―

０．０２８
（０．７８８）

教育訓練・厚生福祉
（β３）

―
―

－０．０３７
（－０．６５９）

国土保全
（β３）

―
―

０．１４８＊

（９．２３１）

農林漁業
（β３）

―
―

０．０６０＊＊

（２．６３３）

自由度修正済決定係数 ０．９２２ ０．９９２

ダービン・ワトソン比 ０．５９０ ０．６１６

リッジ・パラメータ ０．０２０ ０．０１５

サンプル数 ２３ ２３

注）パラメータ下段の括弧内はｔ値

＊＊＊は有意水準１０％で有意

＊＊は有意水準５％で有意

＊は有意水準１％で有意

表４ 生産関数の推計結果

（７分野別�）
�
�
�
被説明変数：logY―logL

推 定 期 間：１９７６～１９９８

�
�
�

説明変数
（パラメータ）

７分野別
�

タイム・トレンド
（α１）

０．１４２＊

（２．８９８）

民間資本
（β２）

０．４９０＊

（６．６０５）

稼働率指数
（β５）

０．０６６＊＊

（２．２８８）

道路
（β３）

０．１３６＊

（６．５７５）

港湾・航空
（β３）

０．０８６＊＊

（２．４２３）

運輸・通信
（β３）

－０．０６１
（－１．０６１）

住宅・生活環境
（β３）

０．０３９
（１．６５１）

教育訓練・厚生福祉
（β３）

－０．０２０
（－０．４０４）

国土保全
（β３）

０．１３７＊

（７．６３３）

農林漁業
（β３）

０．０６３＊

（３．８６０）

自由度修正済決定係数 ０．９９２

ダービン・ワトソン比 ０．６３３

リッジ・パラメータ ０．０１５

サンプル数 ２３

注）パラメータ下段の括弧内はｔ値

＊＊＊は有意水準１０％で有意

＊＊は有意水準５％で有意

＊は有意水準１％で有意

表５ 生産関数の推計結果

（７分野別�）
�
�
�
被説明変数：logY―logL

推 定 期 間：１９７６～１９９８

�
�
�

説明変数
（パラメータ）

７分野別
�

タイム・トレンド
（α１）

０．１５８＊

（３．５３８）

民間資本
（β２）

０．３９１＊

（６．３５１）

稼働率指数
（β５）

０．０４７
（１．５９８）

交通・通信
（β３）

０．１０３＊

（７．５４０）

住宅・生活環境
（β３）

０．０１３
（０．４１９）

教育訓練・厚生福祉
（β３）

－０．０４２
（－０．８１５）

治水
（β３）

０．１２０＊

（１０．８９１）

治山
（β３）

０．０８９＊

（４．２１４）

海岸
（β３）

０．１３３＊

（５．２９４）

農林漁業
（β３）

０．０４１＊＊＊

（２．１６８）

自由度修正済決定係数 ０．９９１

ダービン・ワトソン比 ０．５８８

リッジ・パラメータ ０．０２５

サンプル数 ２３

注）パラメータ下段の括弧内はｔ値

＊＊＊は有意水準１０％で有意

＊＊は有意水準５％で有意

＊は有意水準１％で有意
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通信を除く分野で生産力効果が有意に認められた（表４を参照のこと）。具体的には，道路は０．１３６，港

湾・航空は０．０８６であり，道路，港湾・航空の順に高い値であった。以上を整理すると，道路が最も生産

力効果が高く，次に海岸，治水，治山，港湾・航空，農林漁業の順に続いている２６）。

最後に，最も細分化された２０分野別社会資本を含む生産関数の推計においては，道路，港湾，地下鉄

等，公共賃貸住宅，水道，都市公園，治水，治山，海岸，農林漁業，国有林，工業用水道の１２分野で生産

力効果が有意に認められた（表６を参照のこと）２７）。以下では，まず，生産力効果が有意に認められた生

産基盤型社会資本に分類される社会資本の生産力効果に注目する。「交通・通信」分野に属する社会資本

の生産力効果は，道路では０．２０６，港湾では０．１８９，地下鉄等では０．１１９であったが，その他では有意に認

められなかった。「国土保全」分野に属する社会資本の生産力効果は，治水では０．１９１，治山では０．１６１，

海岸では０．１９７であり，すべての社会資本において有意に認められた。「農林漁業」分野に属する社会資本

の生産力効果は，農林漁業では０．１２０，国有林では０．１３８であり，すべての社会資本において有意に認めら

れた。生産基盤型社会資本に関しては，道路が最も生産力効果が高く，次に海岸，治水，港湾，治山，国

有林，農林漁業，地下鉄等の順に続いている。次に，生活基盤型社会資本に分類される社会資本の生産力

効果に注目する。「住宅・生活環境」分野に属する社会資本の生産力効果は，都市公園では０．２３６，公共賃

貸住宅では０．１４０，水道では０．１２９，工業用水道では０．１１１であったが，その他では有意に認められなかっ

た。「教育訓練・厚生福祉」分野に属する社会資本の生産力効果も有意に認められなかった。生活基盤型

社会資本に関しては，都市公園が最も生産力効果が高く，次に公共賃貸住宅，水道，工業用水道の順に続

いている。

ただし，上述の通り，ここでの社会資本の分類方法は機能面に着目したものではなく，理論的に厳密な

ものではない。よって，得られたパラメータに関する信頼性については，その他の分析も踏まえ，慎重に

判断する必要があろう２８）。したがって，５分野・７分野別社会資本を含む生産関数の推計結果と比較検討

すると，生産基盤型に属する社会資本の生産力効果については，得られたパラメータの符号・水準・大小

関係に関する傾向はほぼ一致しており，信頼性の高い結果であると言えよう。

７．まとめ

本稿では，社会資本の生産力効果を計測するために使用する生産関数を特定化し，分野別社会資本を生

産要素として含む生産関数を推計し，社会資本の生産力効果に関する分野別の評価を行った。具体的に

は，生産関数の推計に伴う多重共線性の問題に対処するために，推定方法としてリッジ回帰を採用し，社

会資本の生産力効果を複数のパターンの分野別（２分野・５分野・７分野・２０分野）で計測した。本稿の

分析から得られた結果は以下の通りである。

マクロレベルで集計された社会資本を用いた分析では，社会資本の生産力効果が有意に認められた。２

分野別社会資本を用いた分析においては，生産基盤型社会資本の生産力効果が有意に認められたが，生活

２６）７分野別社会資本を含む生産関数の推計において，農林漁業の生産力効果は０．０４１および０．０６３であった。

２７）旧２公社（国鉄，電信電話公社）については，８０年代に民営化されたことからサンプル数も少なく，自由度が小さくなっていることもあり，

生産力効果をする対象としては取りあげていない。また，社会資本の生産力効果を分野別（２分野別・５分野別・７分野別）で計測する際に

は，旧２公社を除いたデータを使用した。土居（１９９８）では，旧公社の民営化以降におけるデータを，民営化以前と整合性が保たれるように

推計している。

２８）分析対象である分野以外の社会資本を除いたリッジ推定も行ったが，得られたパラメータの分野間における大小関係やｔ値による仮説検定の

結果は同様の傾向を示していた。ただし，パラメータ（生産力効果）が高めに推定される傾向が見られた。
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表６ 生産関数の推計（２０分野別の社会資本）

［被説明変数：logY―logL，推定期間：１９７６～１９９８］

説明変数
（パラメータ）

社会資本の分野

１．道路 ２．港湾 ３．航空 ４．旧国鉄 ５．鉄建公団等

タイム・トレンド
（α１）

０．２２６＊

（６．９５４）
０．２０８＊

（６．１２１）
０．２６９＊

（６．３９０）
０．２２７＊

（２．９７５）
０．２７１＊

（７．５７０）
民間資本
（β２）

０．４４８＊

（９．４６０）
０．４７７＊

（８．８３５）
０．５２８＊

（１０．２１９）
０．４５５＊

（４．６７０）
０．５２８＊

（１１．６２１）
分析対象の社会資本

（β３）
０．２０６＊

（１５．３８８）
０．１８９＊

（９．７５８）
０．０１３
（０．２３２）

０．１０２
（１．１４８）

－０．００２
（－０．０３２）

その他の社会資本
（β３）

０．１２７＊＊

（２．５７５）
０．１３７＊＊

（２．５０８）
０．２０１＊

（７．７２３）
０．１９８＊

（５．１１１）
０．２１４＊

（９．９７７）
稼働率指数
（β５）

０．０５７＊＊

（２．４１７）
０．０６２＊＊

（２．６７１）
０．０６４＊＊

（２．８５３）
０．０５７
（１．５９０）

０．０６５＊＊

（２．６１５）

自由度修正済決定係数 ０．９９１ ０．９９１ ０．９９２ ０．９９３ ０．９９２

ダービン・ワトソン比 ０．５８８ ０．６０３ ０．６００ １．７０７ ０．６０８

リッジ・パラメータ ０．０２５ ０．０２０ ０．０２０ ０．０１０ ０．０２０

サンプル数 ２３ ２３ ２３ １２ ２３

説明変数
（パラメータ）

社会資本の分野

６．地下鉄等 ７．旧電電公社 ８．公共賃貸住宅 ９．下水道 １０．廃棄物処理

タイム・トレンド
（α１）

０．２４２＊

（５．５２７）
０．１８６＊＊

（２．４７３）
０．２４８＊

（５．７３０）
０．２６０＊

（６．２５８）
０．３０１＊

（９．２４５）
民間資本
（β２）

０．５０８＊

（９．０７９）
０．２０５＊

（４．５７５）
０．５０５＊

（９．３５６）
０．５２４＊

（１０．２０７）
０．５３３＊

（１１．１５７）
分析対象の社会資本

（β３）
０．１１９＊＊

（２．６９２）
０．３３６＊

（３．２１１）
０．１４０＊＊

（２．５５７）
０．０５４
（０．９５１）

－０．０７４
（－１．３０１）

その他の社会資本
（β３）

０．１４１＊

（４．３４９）
０．２４２＊

（６．８３９）
０．１１６＊

（３．８００）
０．１７３＊

（１０．６１３）
０．２４８＊

（５．０９７）
稼働率指数
（β５）

０．０５７＊＊

（２．４１５）
０．０５３
（１．２６４）

０．０５４＊＊

（２．３０２）
０．０６０＊＊

（２．５０８）
０．０６４＊

（３．１１１）

自由度修正済決定係数 ０．９９１ ０．９９３ ０．９９２ ０．９９２ ０．９９３

ダービン・ワトソン比 ０．５８１ １．６８４ ０．５９１ ０．５８７ ０．６７１

リッジ・パラメータ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０

サンプル数 ２３ １０ ２３ ２３ ２３

説明変数
（パラメータ）

社会資本の分野

１１．水道 １２．都市公園 １３．文教施設 １４．治水 １５．治山

タイム・トレンド
（α１）

０．２３５＊

（５．６１８）
０．１９２＊

（５．６５５）
０．２５４＊

（５．９７２）
０．２１５＊

（５．５７１）
０．２２０＊

（５．８６７）
民間資本
（β２）

０．５０４＊

（８．９４７）
０．４５８＊

（８．９２２）
０．５１８＊

（９．７４１）
０．４８４＊

（８．８３９）
０．４９２＊

（８．７９８）
分析対象の社会資本

（β３）
０．１２９＊

（３．４７４）
０．２３６＊

（１０．３６０）
０．０６１
（１．０９３）

０．１９１＊

（９．０４７）
０．１６１＊

（６．１６０）
その他の社会資本

（β３）
０．１４２＊

（３．７４７）
０．１２７＊＊

（２．３２５）
０．１７７＊

（９．５８９）
０．１２１＊＊

（２．５５３）
０．１３７＊

（２．９２３）
稼働率指数
（β５）

０．０５９＊＊

（２．５３８）
０．０６６＊

（２．９２４）
０．０６１＊＊

（２．５６４）
０．０５９＊＊

（２．５８３）
０．０６１＊＊

（２．６１６）

自由度修正済決定係数 ０．９９１ ０．９９２ ０．９９２ ０．９９２ ０．９９１

ダービン・ワトソン比 ０．５８８ ０．６３０ ０．５８８ ０．６００ ０．５９３

リッジ・パラメータ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０

サンプル数 ２３ ２３ ２３ ２３ ２３

説明変数
（パラメータ）

社会資本の分野

１６．海岸 １７．農林漁業 １８．郵便 １９．国有林 ２０．工業用水道

タイム・トレンド
（α１）

０．２１９＊

（５．１８２）
０．２３８＊

（５．６０９）
０．２８４＊

（７．２７２）
０．２５３＊

（６．０２９）
０．２４５＊

（５．６００）
民間資本
（β２）

０．４８３＊

（８．８９３）
０．５０８＊

（２１．６８８）
０．５３０＊

（１０．８２４）
０．５０４＊

（９．４９０）
０．５１２＊

（９．２３６）
分析対象の社会資本

（β３）
０．１９７＊

（５．４４５）
０．１２０＊＊

（２．８８２）
－０．０３８
（－０．７０１）

０．１３８＊＊

（２．３６６）
０．１１１＊＊

（２．１６４）
その他の社会資本

（β３）
０．１０９＊＊

（２．７１６）
０．１４４＊

（４．４０２）
０．２３４＊

（６．９２０）
０．１１４＊

（３．０９２）
０．１４２＊

（４．１７９）
稼働率指数
（β５）

０．０５１＊＊

（２．２１３）
０．０５９＊＊

（２．５１７）
０．０６５＊＊

（２．９５９）
０．０４７＊＊

（１．９３０）
０．０５９＊＊

（２．４９８）

自由度修正済決定係数 ０．９９２ ０．９９１ ０．９９２ ０．９９２ ０．９９２

ダービン・ワトソン比 ０．６０５ ０．５８３ ０．６３１ ０．６１５ ０．５８４

リッジ・パラメータ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０ ０．０２０

サンプル数 ２３ ２３ ２３ ２３ ２３

注）推計結果において，パラメータ値の下段にある括弧内の数値はｔ値を表している。

＊＊＊は有意水準１０％で有意，＊＊は有意水準５％で有意，＊は有意水準１％で有意である。

会計検査研究 №３０（２００４．９）

９４



基盤型社会資本の生産力効果は有意に認められなかった。さらに，５分野別社会資本を用いた分析では，

生産基盤型社会資本に属する全ての分野（交通・通信，国土保全，農林漁業）で生産力効果が有意に認め

られた。７分野別社会資本を用いた分析では，「国土保全」分野に属する全ての分野（治水，治山，海岸）

で生産力効果が有意に認められた。また，「交通・通信」分野に属する２分野（道路，港湾・航空）で生

産力効果が有意に認められたが，運輸・通信の生産力効果は有意に認められなかった。２０分野別社会資本

を用いた分析では，生産基盤型社会資本に属する８つの分野で生産力効果が有意に認められた。道路が最

も生産力効果が高く，次に海岸，治水，港湾，治山，国有林，農林漁業，地下鉄等の順に高い生産力効果

を持つことが判明した。また，生活基盤社会資本に属する４つの分野でも生産力効果が有意に認められ，

都市公園が最も生産力効果が高く，次に公共賃貸住宅，水道，工業用水道の順に高い生産力効果を持つこ

とが判明した。

先に見たとおり，わが国の財政においては予算配分が硬直的であり，経済や社会の情勢に応じた弾力的

な予算配分がこれまで行われなかった。本稿の分析結果からは，社会資本の生産力効果に関しては，有意

に認められない分野があり，有意に認められる分野であっても，分野間で大きな格差があることが判明し

た。したがって，今後は，こうした社会資本の生産力効果に関する分野別評価を踏まえ，効率的に社会資

本整備計画を推し進めていくことが重要であると思われる。平成１５年１０月に社会資本整備重点計画が閣議

決定され，９本の事業分野別計画（道路，交通安全施設，空港，港湾，都市公園，下水道，治水，急傾斜

地，海岸）が一本化された。これは，公共事業の重点を「事業量」から「達成すべき成果」に転換しよう

とするものである。この「達成すべき成果」が検討される際には，社会資本の生産力効果における分野別

評価も十分に考慮されるべきである。

ただし，本稿では分野別に集計した社会資本データを用いた分析を行ったため，分野全体としては相対

的に高い生産力効果を持っていたとしても，個別事業では非効率で生産力効果が低いものがあることに留

意しなければならない。こうした非効率な個別事業を排除するためには，各個別事業においては明確な政

策目標を設定し，政策目標の達成状況を厳しく評価していくほかない。そのためには，個別事業の費用便

益分析と予算編成とが連動していくことが望まれる。また，こうした公共事業の効率化を図るプロセスに

関する情報公開が徹底され，公共事業の透明性が向上されていくことも重要であろう。

最後に，本稿では，社会資本の生産力効果を分析対象としており，社会資本の厚生効果については全く

考慮していないことに注意する必要がある２９）。生産力効果のみが社会資本の経済効果を評価する尺度では

なく，生産力効果が有意に認められない分野においても，日本国民の生活水準の向上に寄与し，国民の経

済厚生を高める効果を持っているからである。また，本稿では分野別に集計した社会資本データを用いた

分析を行ったが，同じ分野の社会資本であっても，その生産力効果は地域別に大きく異なる可能性もある

と考えられる。これらについては，今後の研究課題として残されている。

【使用データ】

本稿の分析で用いられたデータは以下の通りである。

� 民間部門の生産量Yt

民間部門の生産物Ytについては，内閣府経済社会総合研究所『国民経済計算』の「経済活動別国内総

２９）田中（２００１）や三井・林（２００１）では，社会資本の厚生効果も含めた分野別評価を行っている。田中（２００１）は，国民の選好に照らした望ま

しい資源配分を実現するためには，生産基盤型社会資本よりも生活基盤型社会資本を重視すべきであり，市町村道，福祉，医療，教育関連へ

投資を重点化し，農林漁業，治山，治水関連への投資を抑制するべきだとしている。

社会資本の生産力効果に関する分野別評価
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生産」より，国内産業が生み出した国内総生産の暦年・実質値（平成２［１９９０］暦年基準，単位：１０億円）

を用いた。対象となる１０分類の産業は，農林水産業，鉱業，製造業，建設業，電気・ガス・水道業，卸

売・小売業，金融・保険業，不動産業，運輸・通信業，サービス業である。民間部門のみに対する社会資

本の生産力効果を分析するため，政府サービス生産者と対家計民間非営利サービス生産者が生み出した生

産物は含めていない。

また，以下に示す通り，生産関数を推計する際，説明変数である民間資本と社会資本はすべて年度値で

あるため，本来は被説明変数である生産物Ytも年度値を用いるべきである。しかし，『国民経済計算』の

「経済活動別国内総生産」は暦年値のみしか公表されていないため，本稿の分析において生産物Ytは年

度値を用いることができなかった。よって，厳密に考えれば，被説明変数と説明変数の間には四半期のズ

レが生じていることになる。

� 民間部門の労働投入Lt

民間部門の労働投入Ltについては，三井情報開発�総合研究所による推計値を用いた。基本的には，産

業別の就業者数（単位：人）に年間総実労働時間数（単位：時間）を掛けたマン・アワーを年度ベースで

集計したものを労働投入と捉えている。対象となる１２分類の産業は，農業，林業，漁業，鉱業，製造業，

建設業，電気・ガス・熱供給・水道業，卸売・小売業・飲食店，金融・保険業，不動産業，運輸・通信

業，サービス業である。労働投入を民間部門のみに限定するため，政府サービスと対家計民間非営利サー

ビスの労働投入は含めていない。

就業者数については，５年ごとに行われる『国勢調査』を基礎統計とし，ベンチマークである『国勢調

査』が実施されない中間年は補間推計している。例えば，製造業に関しては，『工業統計』から求めた従

業者の前年比伸び率に基づき補間推計を行っている。同様に，農林漁業の雇用者・役員については『事業

所統計』，農林漁業の自営業主・家族従事者については『農業センサス』，農林漁業と製造業以外の産業は

『事業所統計』を用いた補間推計を行っている。

年間総実労働時間数については，『毎月勤労地方統計』の常用労働者１人平均月間総実労働時間数（従

業員３０人以上）を基礎統計とし，調査対象外の産業については『労働力調査年報』で代用している。具体

的には，鉱業，電気・ガス・熱供給・水道業，不動産業，農林水産業について，『労働力調査年報』の平

均週間就業時間を基礎統計として用いている。

� 民間資本Kt

民間資本Ktについては，�電力中央研究所による推計値を用いた。本稿の分析で使用した民間資本は

年度・実質値（平成２［１９９０］暦年基準，単位：１００万円），かつ全産業ベースの集計値である。対象とな

る産業は，１５分類の製造業および非製造業である。１５分類の製造業は，パルプ・紙，化学工業，石油・石

炭製品，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄・金属，一般機械，輸送機械，精密機械，電気機械，食料品，繊

維工業，金属製品，出版・印刷，その他製造業である。

� 社会資本KGt

社会資本KGtについては，内閣府政策統括官編（２００２）『日本の社会資本』における推計値，および�

電力中央研究所による推計値を用いた。まず，社会資本総額については，これら２種類の推計値を使用し

た。次に，分野別の社会資本額については，内閣府政策統括官編（２００２）の推計値を使用した。これら２
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種類の推計値は，既存資産の除却方式などの点で推計方法が異なっている３０）。

内閣府政策統括官編（２００２）における推計値は年度・実質値（平成２［１９９０］暦年基準，単位：１００万

円）であり，２０分野別に推計されたものである。２０分野の内訳は，道路，港湾，航空，旧国鉄，日本鉄道

建設公団等，地下鉄等，旧日本電信電話公社，公共賃貸住宅，下水道，廃棄物処理，水道，都市公園，文

教施設，治山，治水，海岸，農林漁業，郵便，国有林，工業用水道である。本稿では，これら２０分野の社

会資本について，道路，港湾，航空，旧国鉄，日本鉄道建設公団等，地下鉄等，旧日本電信電話公社，郵

便を「交通・通信」，公共賃貸住宅，下水道，廃棄物処理，水道，都市公園，工業用水道を「住宅・生活

環境」，治山，治水，海岸を「国土保全」，文教施設を「教育訓練・厚生福祉」，農林漁業，国有林を「農

林漁業」と５分野に分類した。さらに，「交通・通信」，「住宅・生活環境」，「国土保全」を生産基盤型，「住

宅・生活環境」，「教育訓練・厚生福祉」を生活基盤型と２分野に分類した。

�電力中央研究所による推計値は年度・実質値（平成２［１９９０］暦年基準，単位：１００万円）であり，１２

分野別に推計されたものである。１２分野の内訳は，農林漁業施設，道路（国県道），道路（有料道路），港

湾・空港，運輸・通信業（旧２公社），運輸・通信業（その他），道路（市町村道），都市公園・自然公園・

下水道，上水道，社会保険・社会福祉施設・学校・病院，一般行政資産，治山・治水施設である。さら

に，これら１２分野の社会資本について，農林漁業施設を「農林水産基盤」，道路（国県道），道路（有料道

路），港湾・空港を「産業基盤」，運輸通信（旧２公社・政府企業），運輸通信（その他）を「運輸・通信

基盤」，道路（市町村道），都市公園・自然公園・下水道，上水道，社会保険・社会福祉施設・学校・病院

を「生活基盤」と４分野に分類している。

� 稼働率指数ORIMt

稼働率指数ORIMtについては，経済産業省『鉱工業指数年報』より，製造業の稼働率指数（平成７［１９９５］

暦年基準）を用いた。生産関数を推計する際に用いる民間資本については，稼働率指数を考慮する必要が

ある。ただし，本文で指摘している通り，入手可能な稼働率指数は製造業のみであり，製造業以外の産業

についての稼働率指数は存在しない。
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